入　札　公　告

　下記のとおり条件付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以
下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。
  　　　　令和８年１０月１日
                                            　　　　　埼玉県食肉衛生検査センター所長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加藤　知子
                                          記
１  調達内容
（１）調達案件名称及び数量
　　　ＰＣＲ装置賃貸借　一式
（２）調達案件の仕様
      別添仕様書による。
（３）契約期間
      令和８年１２月１日から令和１４年１１月３０日までの６年間
　　　ただし、翌年度以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった場合、当該契約を解除するものとする。
（４）納入場所
      埼玉県食肉衛生検査センター　１階　PCR検査室（測定）
　　　（埼玉県熊谷市原井１－２）
（５）入札方法
　　　埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札システム」という。）により行う。
　　　入札の金額は、上記契約期間全体の総額（仕様書に明記した一切の諸費用を含む。）とする。
　落札決定に当たっては、電子入札システムに入力された金額に当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額（整数）を電子入札システムのファイルに記録すること。
　　
２  参加資格
（１）施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
（２）物品等競争入札参加資格者名簿の業種区分「賃貸」で、大分類「理化学機器」、小分類「遺伝子解析装置」の登録があり、格付けが「Ａ等級」、「Ｂ等級」又は「Ｃ等級」の者であること。
（３）所在地要件が管轄内、準管轄内又は管轄外であり、企業規模案件が大企業又は中小企業を満たす者であること。
　　　なお、自社（自己）の所在地及び企業規模については、埼玉県ホームページの入札情報公開システムにより、競争入札参加資格者情報から検索し、確認すること。
（４）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２１
　　年３月３１日付入審第５１３号）に基づく入札参加除外期間中でない者であること。
（５）公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付入審第９７号）に基づく入札参加除外措置を受けていない者であること。
３　入札参加資格の確認
  　この入札に参加しようとする者は、次のとおり、電子入札システムを使用して電磁的記録をファイルに記録する方法により、一般競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。
（１）提出期限
      令和８年１０月５日（月）　午前１０時
（２）提出方法

　　　確認申請書に一般競争入札参加資格確認資料（様式１）を添付し、電子入札システムにより提出する。
（３）受付通知及び結果通知
    ア　食肉衛生検査センター所長は、確認申請書を受理した時は、電子入札システムにより、確認申請書受付票を発行する。

　　イ　食肉衛生検査センター所長は、電子入札システムにより、入札参加資格の有無について審査し、令和８年１０月７日（水）午前１０時までに、一般競争入札参加資格確認結果通知書（以下「結果通知書」という。）を発行する。
　　　　なお、参加資格が「なし」の場合は、その理由を付する。
　　　
４  仕様書等に関する質問及び回答
（１）参加資格が「あり」の結果通知書を受けた者（以下「入札参加資格者」という。）は、質問がある場合は、次のとおり、メールにより、質問票（様式２）を提出すること。
　　ア　受付期間
  　　　令和８年１０月７日（水）午前１０時から令和８年１０月９日（金）午後３時まで
　　イ　提出先
　　　　　埼玉県食肉衛生検査センター　
　　　　　　E-mail　p5378712@pref.saitama.lg.jp
（２）入札参加資格者全員に共通な質問に対する回答は、令和８年１０月１５日（木）午後３時までに情報公開システムの本案件の発注図書ファイルにより行う。

　　
５　提案品の受付及び採否結果通知

（１）入札参加資格者が、仕様書に示す例示品以外の物品で仕様を満たすものとして、当該物品による入札を希望する場合は、次のとおり、郵送又はメールにより、提案品協議書（様式３）にカタログ等を添付して提出すること。

　　ア　受付期間

　　　　令和８年１０月１５日（木）午後３時から令和８年１０月１９日（月）午後３時まで
　　イ　提出先
　　　　　埼玉県食肉衛生検査センター　
　　　　　　住所　　〒３６０―０２３５　埼玉県熊谷市原井１－２
　　　　　　E-mail  p5378712@pref.saiatama.lg.jp
（２）提案品の採否結果通知は、令和８年１０月２２日（木）午後３時までに情報公開システムの本　　案件の発注図書ファイルにより行う。
６　入札金額等の電子入札システムのファイルへの記録方法及び開札場所等
　　入札参加資格者は、前記４（２）の「質問に対する回答」及び前記５（２）の「提案品の採否　結果通知」を必ず確認し、次のとおり、入札金額等をシステムの電子入札ファイルに記録するこ　と。
（１）入札金額等の電子入札システムのファイルへの記録期間
　　　令和８年１０月２２日（木）午後３時から令和８年１０月２６日（月）午前１０時まで
（２）開札場所及び日時
　　ア　場所
        埼玉県食肉衛生検査センター　
　　イ  日時
        令和８年１０月２６日（月）　午前１０時２０分から
（３）入札参加資格者が入札を辞退する場合は、電子入札システムにより必ず「辞退」を提出するこ　　と。
７　入札保証金
　　入札者は、見積もった契約希望金額に入札保証金の率（１００分の５以上）を乗じた額を納付
　するものとする（埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号。以下「財務規則」という。）
　第９３条第１項）。ただし、財務規則第９３条第２項の規定に該当し、県が認めた場合は、免徐
　する。（別添「入札保証金について」を参照のこと）　　　
　　　　　
８　入札の無効
    次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
（１）入札参加資格のない者がした入札
（２）入札書に記載すべき事項の記録のない電磁的記録又は記録した事項が明らかでない電磁的記録による入札
（３）所定の入札保証金を納付しない者又は納付した入札保証金の額が所定の率による額に達しない者がした入札
（４）郵便、電報、電話又はファクシミリによる入札

（５）明らかに談合によると認められる入札
（６）虚偽の確認申請書を提出した者がした入札
（７）電子証明書を不正に使用した入札

（８）入札者に求められる義務を履行しなかった者がした入札
（９）その他この公告に示す事項に反した者がした入札

９　契約書作成の要否

　　要

　　本業務の契約は、立会人型電子契約サービスを利用した電子契約（契約書を電子データで作成し押印に代わる電子署名と電磁的記録が改変されていないことが確認できるタイムスタンプを付与するもの）による締結を予定する（受注者が電子契約に同意しない場合は、紙の契約書により締結する）。締結には、発注者が指定した電子契約事業者の立会人型電子契約サービスを利用し、受注者は利用に係る費用負担が生じないものとする。なお、受注者は、契約締結に利用するメールアドレスを用意する必要がある。

１０　落札者の決定等
（１）落札者は、予定価格に１１０分の１００を乗じて得た価格の範囲内で、最低の価格をもって申込みをした者とする。ただし、落札となるべき価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、電子入札システムの電子くじにより落札者を決定する。
（２）再度入札

　　　初度の入札において落札者がいない場合は、再度入札を１回実施する。

　　　再度の入札に参加できる者は、初度入札に参加した者とする。辞退する場合は、電子入札システムにより必ず「辞退」を提出すること。ただし、初度入札において無効の入札を行った者は、再度入札に参加することはできない。
　　ア　再度入札金額等の電子入札システムへの記録期間
　　　　令和８年１０月２６日（月）午後１時から令和８年１０月２７日（火）午前１０時まで
　　イ　再度開札場所及び日時
　　　　場所　埼玉県食肉衛生検査センター
　　　　日時　令和８年１０月２７日（火）午前１０時２０分
１１　契約保証金
      契約の相手方は契約金額に契約保証金の率（１００分の１０以上）を乗じた額を納付するも
　　のとする（財務規則第８１条第１項）。ただし、財務規則第８１条第２項の規定に該当する場　　合は免除する。（別添「契約保証金について」を参照のこと）
１２　契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
　　　日本語及び日本国通貨
１３　その他
（１）電子入札システム障害、天災が原因の停電等で入札・開札事務が処理できない場合は、入札・　　開札の延期や入札書を使用して行う入札への移行の措置を講ずるものとする。
      なお、入札・開札の延期や入札書を使用して行う入札への移行の措置を講ずる場合は、電
　　話、ファクシミリ、埼玉県ホームページ等により、必要な事項を連絡するものとする。
（２）その他詳細は、仕様書による。
